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 電子納税証明書（ＰＤＦファイル）利用の周知について（周知依頼） 

 

平素は本会の活動に対しまして格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

この度、東京国税局より電子納税証明書（ＰＤＦファイル）利用について周知依頼があ

りました。  

建設業界では、入札参加資格に関する審査を受けるための添付書類として、国税の納税

証明書を取得される場合がありますが、国税庁においては、納税者の皆様の利便性向上の

ため、あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会を目指す観点から、ｅ－Ｔａｘを

利用して請求から受取までできる「電子納税証明書（ＰＤＦファイル）」を導入し、その利

用についての周知・広報に取り組んでいるとのことです。（別添２資料参照） 
導入するメリットに関しては以下の通りです。 
１ 税務署に行く必要がなく、非対面で請求から受取までできます！ 

２ 電子納税証明書（ＰＤＦファイル）は何度でもお使いいただけます！ 

   ※ 受領から 90 日間ダウンロード可能です。 

３ 電子納税証明書（ＰＤＦファイル）は何枚でも印刷できます！ 

   ※ １税目・１年度・１枚当たり 370 円と、書面請求（400 円）に比べ安価です。 

   ※ 複数枚印刷しても追加の手数料は発生しません。 

つきましては、ご多忙のところ誠に恐縮ではございますが、貴会会員企業の皆様へ本件

について周知賜りますよう宜しくお願い申し上げます。  

 
【問合せ先】 
 東京国税局 徴収部 管理運営課 運営担当 高田様,中村様 

 電話番号：03-3542-2111（内線 3769・3764） 

 

【添付資料】 

別添１_東京国税局依頼文 

別添２_国税庁チラシ 

                以 上 
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令和７年１月 22 日 

 

一般社団法人 全国建設業協会 御中 

 

東京国税局 

徴収部 管理運営課長 

 

電子納税証明書（ＰＤＦファイル）利用の周知について（依頼） 

 

 税務行政につきましては、平素から御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、貴協会（各都道府県協会）会員の皆様におかれましては、入札参加資格に関する

審査を受けるための添付書類として、国税の納税証明書を取得される場合があると存じて

おります。 

 

 国税庁においては、納税者の皆様の利便性向上のため、あらゆる税務手続が税務署に行

かずにできる社会を目指す観点から、ｅ－Ｔａｘを利用して請求から受取までできる「電

子納税証明書（ＰＤＦファイル）」を導入し、その利用についての周知・広報に取り組んで

おります（別添資料参照）。 

 

 

１ 税務署に行く必要がなく、非対面で請求から受取までできます！ 

２ 電子納税証明書（ＰＤＦファイル）は何度でもお使いいただけます！ 

   ※ 受領から 90 日間ダウンロード可能です。 

３ 電子納税証明書（ＰＤＦファイル）は何枚でも印刷できます！ 

   ※ １税目・１年度・１枚当たり 370 円と、書面請求（400 円）に比べ安価です。 

   ※ 複数枚印刷しても追加の手数料は発生しません。 

 

 そのため、例年のお願いとなり大変恐縮ではございますが、電子納税証明書（ＰＤＦフ

ァイル）の利用について、会員の皆様へ周知していただくとともに、貴協会（各都道府県

協会）のホームページへ別添資料を掲載していただくなど、広報にも御協力いただきます

ようお願い申し上げます。 

 

また、納税についても、ダイレクト納付をはじめとしたキャッシュレス納付の推進に取

り組んでいるところですので、併せて周知・広報に御協力いただきますようお願いいたし

ます。 

 

【連絡先】 

 東京国税局 徴収部 管理運営課 

  運 営 担 当 高田・中村 

  ℡03-3542-2111（内線 3769・3764） 

 

メリット 
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